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アサヒグループホールディングス株式会社 

2025 年 12 月期 決算説明会 説明概要② 

 

日時： 2026 年 7 月 9 日 (木) 14：30～16：00 

当社登壇者： 取締役 兼 執行役 Group Chief Financial Officer 﨑田 薫 

 

◆挨拶   

• 昨日開示いたしました 2025 年実績および 2026 年計画の前提について、冒頭にご説明い

たします。2025 年実績の予想比につきましては、先月に業績予想の修正を行っておりま

すが、こちらに記載しておりますのは、2025 年８月に開示した修正予想との比較になり

ます。 

 

• また、2026 年予想には、５月の事業進捗説明会でリスクをご説明した中東情勢の影響お

よび、クロージング前の東アフリカ事業買収の影響は含めておりません。 

 

• 中東情勢の影響は、現時点では各ＲＨＱで精査しているところであり、対応策も含め見通

しがもう少し見えてきた段階で織り込み、業績予想の修正の必要があれば、適切に開示を

行いたいと思います。また、東アフリカ事業につきましても、クロージングが未了であり、

クロージング後然るべきタイミングで業績予想を開示したいと考えておりますので、ご承

知おきいただきたく、よろしくお願いいたします。 

 

◆売上収益・事業利益 （為替一定） （P27） 

• 資料の 27 ページ、決算ハイライトにて、売上収益と事業利益について、為替一定ベース

でご説明いたします。 

 

• 2025 年の売上収益につきましては、アジアパシフィックは増収となりましたが、システ

ム障害影響を受けた日本・東アジアと夏場の天候不順の影響などもあった欧州が減収とな

り、トータルでは前年比△1.4％の減収となりました。 

 

• 事業利益につきましては、欧州とアジアパシフィックは増益となりましたが、日本・東ア

ジアが減収影響により大幅減益となり、トータルでは予想を下回る前年比△7.8％の減益

となりました。 

 

• 右側に記載しております 2026 年予想につきましては、売上収益は、日本・東アジアのシ

ステム障害からの売上回復に加えて、各リージョンにおいて、引き続きプレミアム化を推

進することなどにより、トータルでは前年比 5.4％の増収を目指します。 
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• 事業利益につきましては、システム障害からの回復に向けた一時費用の発生や、変動費な

どのコストアップを見込みますが、ミックス改善や各種効率化の推進などにより、前年比

＋3.2％の増益を目指します。 

 

• 尚、為替影響込みの年間予想につきましては、売上収益は前年比＋11.2％の増収、事業利

益は前年比＋10.6％の増益を見込んでおります。各地域の為替影響額については、参考資

料として資料の 35 ページと 36 ページに掲載しておりますので、後程ご確認願います。 

 

◆営業利益・当期利益  （P28） 

• 資料の 28 ページでは、営業利益以下について、為替影響込みでご記載しています。 

 

• 2025 年の営業利益につきましては、事業利益の減益に加えて、前年の固定資産売却益の

反動減やセグメント変更などに伴う減損損失、システム障害関連費用を中心とした「その

他」費用の増加などにより、前年比△30.9％の減益となりました。 

 

• 「親会社の所有者に帰属する当期利益」につきましても、前年比△36.7％の減益となりま

した。尚、減損損失による一時影響を除いた調整後親会社の所有者に帰属する当期利益は、

前年比△19.6％減益の 1,470 億円となりました。 

 

• 2026 年予想につきましては、事業利益の増益に加えて、前年の各種一時費用発生の反動

もあり、営業利益は前年比＋59.8％の増益を見込んでおります。また「親会社の所有者に

帰属する当期利益」については、金利上昇の影響などにより金融収支は悪化しますが、営

業利益の増益により、前年比＋59.6%の増益を見込んでおります。 

 

◆システム障害影響  （P29） 

• 資料の 29 ページでは、25 年 9 月に発生しましたシステム障害による損益計算書への影響

を整理しています。 

 

• 詳細は後ほどご確認を頂ければと思いますが、2025 年については、売上収益では Q3 で

約 50 億円、Q4 では日本・東アジアの前年比約 2 割程度のマイナス影響がありました。事

業利益では、広告販促費などが一部抑制されましたが、売上減少による限界利益へのマイ

ナス影響が大きく出ました。 

 

• また、事業利益以下の「その他」の費用としては、棚卸資産の廃棄・評価減やシステム復

旧に関わる人件費、一部広告販促のキャンセル費用などを中心に 170 億円程度の一時費

用を計上しています。 
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• 2026 年については、売上収益への影響は徐々に縮小しておりますが、事業利益段階で、

売上回復に向けた広告販促費等の一時費用 60 億円や、情報セキュリティ強化のためのシ

ステム関連費用 35 億円の発生を見込んでいます。尚、一時費用を除くシステム関連費用

については、来期以降も発生していきますが、損益計画の中で極力吸収していきたいと考

えています。 

 

◆BS・CF の概要  （P30） 

• 資料の 30 ページには、BS と CF の概要について記載しています。 

 

• 2025 年の資産合計では、円安影響や新規買収に伴いのれんや商標権が増加したことなど

により、トータルでは前期末比 6,250 億円増加の 6 兆 284 億円となりました。 

 

• 金融債務残高は、システム障害下で短期性の資金調達を行ったことなども影響し、前期末

比 3,650 億円増加の 1 兆 6,442 億円となりました。 

 

• フリー・キャッシュ・フローについては、事業利益の減益、設備投資の増加などに加え、

システム障害により例年行っていたキャッシュ最大化施策が実施できなかったことや、一

部売掛金の回収に遅れが出るなどの一時的影響により、△434 億円の流出となりました。 

 

• また、一株当たりの配当金につきましては、2025 年は従来予想通り、前年比 3 円増配の

52 円といたしました。2026 年につきましても、累進配当の方針に基づき、前期比 5 円の

増配の 57 円とし、今後も株主還元の充実に努めてまいります。 

 

• 尚、2026 年末の Net Debt／EBITDA 倍率は、本計画では 2.91 倍となっておりますが、東

アフリカ事業の買収に伴い、ここから 4,000～5,000 億円程度の金融債務の増加が見込ま

れます。その場合は４倍近い水準になる可能性がありますが、買収完了後に改めてご報告

いたします。 

 

◆中東情勢関連の影響と対応策 （P31） 

• 資料の 31 ページでは、中東情勢による想定リスクと対応策について掲載をしております。 

 

• ５月の進捗説明会の際に言及いたしましたが、中東情勢の影響に伴う本年年間のコストア

ップリスクは 100～150 億円程度を想定しており、現時点で大きな変化はありません。 

 

• 下段に記載しているように、未ヘッジのコモディティ価格の上昇や加工賃を含む付帯コス

ト、ユーティリティコストの上昇に加えて、調達リスクも懸念され、長期化すれば来期以

降の更なるコストアップにつながるリスクがあります。 
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• 現在は対応策として、各リージョンにおいて、既に取り組んでいる収益構造改革の加速や

サプライチェーンにおける追加のコストダウン、代替品への切り替えなどを検討し、一部

は既に実行に移しており、大きな混乱は生じておりません。 

 

• また、今後の市況動向や来年度の影響も見極めながら、必要に応じて価格改定も検討して

まいります。  

 

• 中東情勢は一部で停戦に至っていますが、見通しは依然不透明な状況ですが、コストアッ

プの規模と対応策の効果を精査し、冒頭に申し上げたように、対応策も含め見通しがもう

少し見えてきた段階で業績予想の見直しも検討いたします。 

 

◆日本・東アジア  （P32）  

• 2025 年の売上収益は、ライバー社の買収効果を含めた食品は増収となりましたが、シス

テム障害の影響により、酒類・飲料が大幅な減収となり、トータルでは前年比△3.7%の減

収となりました。 

 

• 事業利益は、各事業の価格改定効果などによりミックスは改善しましたが、販売数量の減

少や変動費・固定費のコストアップなどにより、トータルでは前年比△16.1％の減益とな

りました。 

 

• 右側の 2026 年の売上予想は、システム障害からの回復に加え、各事業での価格改定効果

を含む増収により、トータルでは前年比＋7.2％の増収を目指します。 

 

• 事業利益は、変動費に加えて、先程ご説明したシステム障害からの復興に伴い、一時費用

ならびに情報セキュリティ費用が 100 億円弱発生することなどにより固定費はコストア

ップとなりますが、販売数量の増加や各事業のミックス改善を進め、トータルでは前年比

＋4.8%の増益を目指します。 

 

• なお、この年間計画に対する第一四半期の進捗としては、主要ブランドの売上については

ほぼ計画通りの進捗となっております。今後も、最盛期に向けてモメンタムの回復を継続

するとともに、各種のコストを適切にコントロールすることで、事業利益の計画達成を目

指していきます。 

 

◆欧州  （P33）  

• 2025 年の実績は、売上収益は、天候不順の影響もあり販売数量が減少したことにより、

計画を下回る前年比 2.5％の減収となりましたが、事業利益は、ミックス改善やコストの

効率化により、計画ラインの前年比＋3.6％の増益となりました。 
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• 2026 年の計画は、売上収益では、単価向上に加えて、ビールテイスト飲料やグローバル

ブランドなどプレミアムカテゴリーの成長により、前年比＋6.3％の増収を目指します。 

 

• 事業利益は、需要回復に向けた投資に加え、変動費や固定費のコストアップを見込んでお

りますが、引き続き、プレミアム化を軸としたミックス改善や収益構造改革を推進してい

くことで、前年比＋1.0％の増益を目指します。 

 

• なお、第一四半期の進捗としては、5 月の事業進捗説明会でご説明しました通り、売上収

益は計画を下回りましたが、事業利益は計画ラインの状況となっています。 

 

• その後も厳しい事業環境は継続しておりますが、引き続きコスト最適化の追加施策などに

取り組むと共に、プレミアム戦略の持続性を高めるべくブランド投資を強化し、来期以降

の業績向上につなげていく方針です。 

 

◆アジアパシフィック （P34）  

• 2025 年の実績は、売上収益は前年比 3.7％の増収となり、事業利益も、固定費は増加した

ものの、オセアニアにおける商品構成の変化や価格改定によるミックス改善に加え、変動

費コストの抑制などにより、ほぼ計画ラインの前年比＋2.2％の増益となりました。 

 

• 2026 年の売上収益では、厳しい環境下でもオセアニアと東南・南アジアにおけるモメン

タムを継続していくことにより、前年比＋2.4％の増収を目指します。 

 

• 事業利益は、固定費などのコストアップが継続しますが、ミックス改善を伴う増収効果や

アジアパシフィック全体における収益構造改革を推進していくことにより、前年比＋

5.3％の増益を目指します。 

 

• なお、第一四半期の進捗は、売上収益・事業利益共に、計画を若干下回る状況となってい

ます。 

 

• オセアニアでは、インフレが再加速し、需要が軟化するなど厳しい環境ではありますが、

成長カテゴリーにおける主力ブランドの育成や収益構造改革を推進し、今期だけでなく、

来期以降の回復基調を確かなものにしていきたいと思います。 

 

以上 


